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表紙
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  証券コード　6897
  平成25年６月６日

株 主 各 位  

 新潟県燕市吉田西太田字潟向2084番地２

 代表取締役社長 野 水 重 明

第51期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜わり厚く御礼申しあげます。
　
さて、当社第51期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する

参考書類」をご検討いただき、お手数ながら同封の委任状用紙に議案に対する賛
否をご表示、ご押印の上、保護シールを委任状に貼付していただきまして、ご返
送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成25年６月21日（金曜日）午前10時
２．場 所 新潟県燕市吉田西太田字潟向2084番地２
  当社本社 大ホール（３階）
  （末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
３．目 的 事 項  

 報 告 事 項 １．第51期（平成24年３月26日から平成25年３月25日まで）事
業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

　　 ２．第51期（平成24年３月26日から平成25年３月25日まで）計
算書類報告の件

　決 議 事 項  
　第１号議案 剰余金の処分の件
　第２号議案 定款一部変更の件
　第３号議案 取締役６名選任の件
　第４号議案 監査役２名選任の件
　第５号議案 退任取締役及び退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件
　　 　

  第１号議案から第５号議案の概要は、後記の「議決権の代理
行使の勧誘に関する参考書類」37頁～43頁に記載のとおりで
あります。

　  以　上

（お願い）
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申しあげます。
　ご出席いただいた株主さまには、お土産を用意させていただきました。
　なお、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インター
ネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.twinbird.jp/）に掲載させ
ていただきます。
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（添付書類）

　

事　 業　 報　 告

(平成24年３月26日から
平成25年３月25日まで)

　

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度における我が国の経済は、欧州の債務危機問題の長期化、

新興国の経済成長鈍化といった外部環境に加え、長引くデフレ基調、円高

などにより全般的に低調に推移いたしました。第４四半期においては、新

政権による経済対策の効果期待から円安・株高基調に転じ、景気回復期待

感が高まりましたが、依然としてデフレ環境からの脱却には至りませんで

した。

当社グループが属する家電市場は、薄型テレビに代表されるように販売

不振、価格下落が続き、依然として厳しい環境の中にありました。

このような経済環境のもと、当社グループにおきましては、商品力の強

化、お客様満足の向上に向けた継続的な品質改善、営業・マーケティング

力の強化などを強力に推進して参りました。当社の中核市場である家電量

販チャネルは、家電デフレとも呼ばれる需要の減少と価格下落の影響を大

きく受けております。一方ギフト・通販・WEBチャネルにおいては堅調に推

移しております。その結果、当期の売上高は12,396百万円となり、前年同

期比2,610百万円の減収となりました。 

商品別には、生活家電分野は前期より市場投入した省エネ型そよ風ファ

ン「コアンダエア」を始めとする夏物商品の品揃えを拡充し、前期同様の

好調な売上を維持いたしました。

また、主力分野である調理家電では電子レンジ、ホームベーカリーなど

が順調な売上を維持いたしました。新製品では、地上波デジタル放送を聴

くことができる「聴くテレビ」手元スピーカー付き３バンドラジオが市場

において高評価を得ており、発売４ヶ月で２万台を超える売上を獲得して

おります。一方、前期の節電志向の高まりによる需要増のあったＬＥＤ照

明、同じく前期において地上波デジタル移行に伴うテレビの更新に付随し

て更新需要が高まった業務用冷蔵庫などは、大きく前期実績を下回りまし

た。
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営業利益は313百万円となり、前年同期比1,268百万円の減益となりまし

た。売上高の減少及び昨年末から急速に進行した円安の影響等により売上

総利益額が1,640百万円減少いたしました。一方、下半期に推進しました経

費削減の結果、販売費及び一般管理費は372百万円減少しております。

これに伴い、経常利益は324百万円となり、前年同期比1,175百万円の減

益、当期純利益は150百万円となり、前年同期比787百万円の減益となりま

した。

 

営業品目別売上状況は次のとおりであります。
 （単位：千円）

品 目 別 売 上 高 構 成 比 （ ％ ）

製品

照 明 器 具 1,557,126 12.56

調 理 家 電 3,597,509 29.02

ク リ ー ナ ー 2,187,585 17.65

生 活 家 電 1,721,783 13.89

冷 蔵 庫 415,026 3.35

Ａ Ｖ 機 器 1,637,420 13.21

健 康 理 美 容 機 器 565,064 4.56

そ の 他 715,044 5.76

合 計 12,396,562 100.00
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（資産、負債及び純資産の状況）

当連結会計年度末における総資産は9,475百万円となり、前連結会計年度

末より74百万円増加いたしました。主な内訳は現金及び預金が76百万円の

増加、受取手形が153百万円の減少、売掛金が484百万円の減少、為替予約

が596百万円の増加、繰延税金資産が222百万円の減少であります。

負債は3,213百万円となり、前連結会計年度末より422百万円減少いたし

ました。前連結会計年度に係る法人税等の納付に伴い、未払法人税等が453

百万円減少しております。

純資産は6,262百万円となり、前連結会計年度末より496百万円増加いた

しました。当期純利益による繰越利益剰余金の増加150百万円の他に、為替

予約に対する繰延ヘッジ損益が333百万円増加しております。これにより自

己資本比率は66.1%となりました。

 

（キャッシュ・フローの状況）

営業活動によるキャッシュ・フローは219百万円の収入となり、前期比

900百万円の収入減少となりました。これは税金等調整前当期純利益の減少

813百万円、法人税等の支払額の増加449百万円等によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは450百万円の支出となり、前期比86

百万円の支出減少となりました。新製品生産用の金型に対する設備投資を

中心に有形固定資産の取得として422百万円支出しております。

財務活動によるキャッシュ・フローは312百万円の収入となり、前期比

562百万円の収入増加となりました。これらの結果、現金及び現金同等物の

期末残高は1,084百万円となり、前期末から76百万円増加いたしました。

　

（利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当）

当社は、企業価値の向上により株主価値を高めることを経営の重要課題

として認識しており、業績を向上させ財務体質の強化を図ることにより安

定した配当をおこなうことを基本方針としております。

当期における期末配当につきましては、この基本方針に基づき当初計画

いたしました１株当たり２円50銭といたしました。次期におきましては中

間配当を２円50銭、期末配当を２円50銭とし、年間５円の配当を計画して

おります。
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(2) 設備投資の状況

当連結会計年度における設備投資の状況につきましては、新商品開発に

伴う金型投資等に総額543百万円の投資をおこないました。

　

(3) 資金調達の状況

該当事項はありません。

　

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

　

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

　

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

該当事項はありません。

　

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

該当事項はありません。
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(8) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　　分
第48期

(平成21年度)
第49期

(平成22年度)
第50期

(平成23年度)
第51期（当連結会計年度）
(平成24年度)

売 上 高(千円) － － 15,006,759 12,396,562

当 期 純 利 益(千円) － － 938,604 150,869

１株当たり当期純利益 (円) － － 107.55 17.29

総 資 産(千円) － － 9,401,046 9,475,754

（注）当社では、第50期より連結計算書類を作成しております。

　　　　第50期より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号平成

20年３月31日)を適用しております。

　第50期より、為替変動リスクの管理活動を連結計算書類に適切に反映し、財政状態及び

経営成績をより適正に表示するため、外貨建予定取引に係る為替予約取引のうち要件を充

たす取引についてヘッジ会計を適用し繰延ヘッジ処理をしております。

　　

②　当社の直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　　分
第48期

(平成21年度)
第49期

(平成22年度)
第50期

(平成23年度)
第51期（当事業年度）
(平成24年度)

売 上 高(千円) 12,360,970 13,054,514 14,916,599 12,302,405

当 期 純 利 益(千円) 633,941 728,954 964,530 205,168

１株当たり当期純利益 (円) 72.63 83.52 110.52 23.51

総 資 産(千円) 8,027,018 8,217,330 9,377,267 9,517,022

（注）　第50期より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号平成

20年３月31日)を適用しております。

　第50期より、為替変動リスクの管理活動を計算書類に適切に反映し、財政状態及び経営

成績をより適正に表示するため、外貨建予定取引に係る為替予約取引のうち要件を充たす

取引についてヘッジ会計を適用し繰延ヘッジ処理をしております。

　第48期より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月

５日公表分）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）により算定しております。
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(9) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

　

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

双鳥電器(深圳)有限公司 200百万円 100％
中国国内における家庭用電気機
器等の販売

　

(10) 対処すべき課題

　当社は経営理念として「感動と快適さを提供する商品の開発」と「お客様

との信頼関係を通じた豊かな関係づくり」を掲げ、安定した業績の確保を目

指し収益体質の強化を中長期的な課題として事業活動を推進しております。

　そのために当社の対処すべき課題は以下のとおりであります。

①生産性の向上による収益力の強化

②品質の継続的改善・向上

③組織風土の改革（トップダウン型から、ボトムアップ型へ）

④中国現地法人の事業基盤の確立・強化

⑤中国以外の東南アジアにおける生産拠点の開拓

⑥新しい商品ジャンルの核となる要素技術の研究

に取り組んでまいります。

　

(11) 主要な事業内容（平成25年３月25日現在）

当社は家電製品・健康機器等の製造販売を主力に、新冷却技術ＦＰＳＣ（フ

リーピストン・スターリング・クーラー）とその応用製品の製造・販売をお

こなっております。

　

(12) 主要な営業所及び工場（平成25年３月25日現在）

ツ イ ン バ ー ド 工 業 株 式 会 社

本 社 ・ 工 場

東 京 支 店

大 阪 支 店

名 古 屋 営 業 所

福 岡 営 業 所

　

新 潟 県 燕 市

東 京 都 台 東 区

大 阪 府 大 阪 市 中 央 区

愛 知 県 名 古 屋 市 中 区

福 岡 県 福 岡 市 博 多 区

双 鳥 電 器 （ 深 圳 ） 有 限 公 司 中華人民共和国　広東省深圳市宝安区
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(13) 使用人の状況（平成25年３月25日現在）

①　企業集団の使用人の状況　　　301（28名）（前期比 1（△4）名増）

（注）１.使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数

         で記載しております。　

　

　　②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

296(28) 名 1（0）名 42.4歳 18.2年

（注）　使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

　　

(14) 主要な借入先の状況（平成25年３月25日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 第 四 銀 行 325,363千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 329,992

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 243,060

株 式 会 社 秋 田 銀 行 211,907

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 76,920

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 25,210

　

(15) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（平成25年３月25日現在）

(1) 発行可能株式総数 34,000,000株 

(2) 発行済株式の総数 9,030,000株(自己株式304,157株を含む)

(3) 株     主     数 1,234名 

(4) 大     株     主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 双 栄 1,190千株 13.64％

ツ イ ン バ ー ド 従 業 員 持 株 会 526 6.03

株 式 会 社 第 四 銀 行 436 5.00

野 水 敏 勝 387 4.44

野 水 秀 勝 380 4.35

株 式 会 社 北 越 銀 行 276 3.16

野 水 重 勝 270 3.10

野 水 重 明 263 3.01

深 　 江 　 今 朝 夫 224 2.57

岡 田 　 勝 210 2.41

（注）　１．当社は自己株式を304,157株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており　

　　ます。

        ２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　

３．会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。



2013/05/27 16:10:30 ／ 12899165_ツインバード工業株式会社_招集通知

会社役員に関する事項

－ 10 －

４．会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の状況（平成25年３月25日現在）

当社における地位 氏　　　名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 野 水 重 勝 双鳥電器(深圳)有限公司　董事長　

代表取締役社長 野 水 重 明 株式会社双栄　代表取締役　

専 務 取 締 役 松 原 貞 良 品質改革室本部長兼品質保証部長

常 務 取 締 役 佐 藤 　 勉 生産本部長兼製造部長

常 務 取 締 役 広 田 光 雄 開発本部長兼商品開発部長

取 締 役 渡 邉 英 一 開発本部副本部長兼企画部長　

取 締 役 文　園　剛　之 営業本部長兼販売部長

取 締 役 大 坪 　 収
業務管理本部長兼財務経理部長兼輸出管理室長兼
情報管理室長　双鳥電器(深圳)有限公司　董事

常 勤 監 査 役 伊 藤 健 一 　

監 査 役 島 田 正 純 島田印刷紙工㈱　代表取締役

監 査 役 吉 原 　 祐  

（注）１．監査役島田正純氏及び監査役吉原祐氏は、社外監査役であります。

　　　　　なお、監査役吉原祐氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。

２．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。

　平成24年６月20日開催の第50期定時株主総会終結の時をもって、常勤監査役太中秀夫

氏は任期満了により退任いたしました。

　

(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額

①　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 8名 107,480千円

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

4
(2)

14,100
(3,900)

合 計 12 121,580

（注）１．上記には、平成24年６月20日開催の第50期定時株主総会終結の時をもって退任した監

査役１名を含んでおります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬は、平成21年６月19日開催の第47期定時株主総会において年額168百万円

以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．監査役の報酬は、平成23年６月22日開催の第49期定時株主総会において年額20百万円

以内と決議いただいております。
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②　当事業年度に支払った役員退職慰労金

平成24年６月20日開催の第50期定時株主総会決議に基づき、同総会終

結の時をもって退任の取締役及び監査役に対し支払った役員退職慰労金

は、以下のとおりであります。

 ・退任監査役１名に対し 1,500千円　

　

(3) 社外監査役に関する事項

①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該

他の法人等との関係

・社外監査役島田正純氏は、島田印刷紙工㈱の代表取締役を兼務してお

ります。なお、当社は島田印刷紙工㈱との間に材料仕入等の取引関係

があります。

②　他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該

他の法人等との関係

該当事項はありません。

③　当事業年度における主な活動状況

 活 動 状 況

監査役 島 田 正 純

当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回に出席し、

監査役会10回のうち10回に出席いたしました。会社経営者と

しての豊富な経験から、取締役会において議案審議等に必要

な発言をおこなっており、また監査役会において、当社の内

部監査について適宜必要な発言をおこなっております。

監査役 吉 原 　 祐

当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回に出席し、

監査役会10回のうち10回に出席いたしました。会社経営者と

しての豊富な経験から、取締役会において議案審議等に必要

な発言をおこなっており、また監査役会において、当社の内

部監査について適宜必要な発言をおこなっております。

　

④　責任限定契約の内容の概要

当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、監査役島田正純氏ならび

に監査役吉原祐氏とも法令が定める額としております。
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称 優成監査法人

　　

(2) 会計監査人の報酬等の額

 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 13,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

13,500千円

　（注）１.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２.当社の海外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人

（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有するものを含む）の監査を受けてお

ります。　

　

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

　

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定方針

会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し

た場合は、監査役会の同意を得た上で、または監査役会の請求に基づいて、

取締役会において決議し、会計監査人の解任または不再任を株主総会の目

的事項とすることとします。
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６．業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令または定款等に違反しないための

法令等遵守体制

①　取締役会は、コンプライアンスの推進を統括し、会社法その他の法令

に則った会社運営をおこなう旨の基本方針を決定します。

②　コンプライアンス委員会は、関連する規定、マニュアル等を明文化し、

取締役・従業員への徹底を図ります。

③　コンプライアンスの維持については、各役員が自己の分掌範囲につい

て責任を持っておこない、各部門長は、担当業務に適用される法令と

その改正状況を把握するとともに、関連部門へ周知をすることにより、

法令遵守の徹底を図ります。

④　監査役は、内部監査室と連携して独立の立場から当社全体のコンプラ

イアンスの状況について監査します。

⑤　コンプライアンス委員会を、法令上疑義のある行為等について従業員

が直接情報提供する窓口として置き、運用していきます。

　

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制並びに職務

の執行の効率性が確保される体制

①　取締役会を原則として毎月１回開催し、重要事項の決定及び取締役相

互の業務執行状況の確認をおこないます。また、取締役会の機能をよ

り強化し、経営効率を向上させるため、必要に応じて常務会を開催し、

業務執行に関する意思決定を機動的におこないます。いずれもテーマ

に応じて関連する従業員を出席させ、より具体的な検討をおこないま

す。

②　取締役会その他重要な会議の議事録や稟議書類、財務に関する重要な

情報等の保存対象書類、保存期間、検索のための分類方法及び保存場

所等を定める文書保存管理規程を作成し、取締役、監査役がこの規程

に基づき、必要な文書等を容易に閲覧できるようにします。

③　職務分掌規程及び職務権限明細表に則り、取締役の職務の執行の効率

性を確保します。

④　業務の簡素化、ＩＴの適切な利用を通じ、業務の効率化を推進します。
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(3) 会社の重大な損失の発生を未然に防止するためのリスク管理体制

①　品質、災害、環境、情報セキュリティ等経営に重大な影響を及ぼす不

測事態による損失を防止するために、ＩＳＯ（品質、環境）の推進活

動を中心に、リスク管理に関する規程や不測事態対応マニュアルを整

備するとともに、それらについて従業員に対し、教育研修を実施し、

予防体制を確立します。

②　取締役または従業員は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実、

不正行為、法令・定款に違反する重大な事実が発生する可能性が生じ

た場合、もしくは発生した場合は、内部監査室及び関連部署へ報告す

ることとし、内部監査室は常勤監査役に報告します。

③　重要な勘定科目や取引に関連する業務フローを見直し、問題点（リス

ク）を洗い出し、内部牽制システムを構築する等、コントロールの対

策をとります。

　

(4) 企業集団における業務の適正を確保するための体制

　関係会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、業務の状況につ

いて毎月報告を受ける等を内容とする関係会社管理規程を定め、グループ

全体での適切な情報の共有と意思疎通を図り、経営の適正性を確保します。

　

(5) 監査役の職務を補助すべき使用人

　監査役は、内部監査室の担当者に監査業務に必要な事項を命ずることが

できるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた従業員はその

命令に関して、取締役等の指揮命令を受けないものとします。

　

(6) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確

保するための体制

①　監査役は、本社その他の拠点並びに関係会社に対し、計画的に実地監

査に赴き、現状の把握、問題点の指摘等を実施しており、稟議書その

他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または

従業員にその説明を求めます。

②　監査役は、取締役会の他、常務会等の重要な会議に出席し、重要な意

思決定過程及び取締役の職務の執行状況を監査します。



2013/05/27 16:10:30 ／ 12899165_ツインバード工業株式会社_招集通知

会計監査人の状況、会社の支配に関する基本方針

－ 15 －

(7) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

①　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は反社会的勢力との関係は一切持たないことを基本方針としてお

ります。

市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力への対応について

は、コンプライアンスの一環として取り組んでおり、組織として毅然

とした対応を取ることを行動規範に定め、会社の重点施策として位置

付けております。

②　反社会的勢力排除に向けた整備状況

対応統括部署を定め、反社会的勢力による不当要求、組織暴力及び犯

罪行為に対しては、直ちに報告・相談する体制を整備しております。

また警察等が主催する連絡会に加入するなど平素より外部の専門機関

と連携を深め、反社会的勢力への対応に関する指導を仰ぎ、最新情報

を共有することにより被害の未然防止に向けた活動を推進しておりま

す。

　

７．会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。
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連　結　貸　借　対　照　表

（平成25年３月25日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

為 替 予 約

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輌 運 搬 具

金 型

工具､器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

(6,377,825)

1,461,008

2,182,189

1,329,840

79,527

174,861

889,998

276,326

△15,927

(3,097,928)

(2,494,102)

699,303

36,838

2,601

150,777

80,957

1,198,294

310,849

14,478

(122,067)

85,038

37,028

(481,759)

338,449

149,234

△5,924

流 動 負 債 (2,102,023)

支払手形及び買掛金 246,706

短 期 借 入 金 300,000

一年内償還予定の社債 110,000

一 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 483,034

リ ー ス 債 務 201,593

未 払 法 人 税 等 12,387

賞 与 引 当 金 66,167

製品補修対策引当金 53,701

繰 延 税 金 負 債 172,127

そ の 他 456,305

固 定 負 債 (1,110,999)

社 債 270,000

長 期 借 入 金 429,418

リ ー ス 債 務 210,653

退 職 給 付 引 当 金 32,940

役員退職慰労引当金 147,504

資 産 除 去 債 務 20,100

そ の 他 383

負 債 合 計 3,213,023

純 資 産 の 部

株 主 資 本 (5,811,887)

資 本 金 1,742,400

資 本 剰 余 金 1,748,600

利 益 剰 余 金 2,359,057

自 己 株 式 △38,170

その他の包括利益累計額 (450,843)

その他有価証券評価差額金 57,642

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 381,272

為替換算調整勘定 11,928

純 資 産 合 計 6,262,731

資 産 合 計 9,475,754 負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,475,754
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連　結　損　益　計　算　書

(平成24年３月26日から
平成25年３月25日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 12,396,562

売 上 原 価 8,790,253

売 上 総 利 益 3,606,308

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,292,458

営 業 利 益 313,850

営 業 外 収 益 159,598

受 取 利 息 628

受 取 配 当 金 6,664

為 替 差 益 122,445

保 険 解 約 返 戻 金 24,515

そ の 他 5,344

営 業 外 費 用 149,360

支 払 利 息 19,460

売 上 割 引 122,768

そ の 他 7,130

経 常 利 益 324,088

特 別 利 益 35,108

リ コ ー ル 損 失 引 当 金 戻 入 益 19,757

製 品 交 換 損 失 引 当 金 戻 入 益 14,954

そ の 他 395

特 別 損 失 29,520

固 定 資 産 処 分 損 24,822

減 損 損 失 4,693

そ の 他 4

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 329,676

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 7,695

法 人 税 等 調 整 額 171,111

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 150,869

当 期 純 利 益 150,869
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連結株主資本等変動計算書

(平成24年３月26日から
平成25年３月25日まで)

（単位：千円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成24年３月26日　残高 1,742,400 953,042 3,047,377 △37,800 5,705,019

連結会計年度中の変動額  　    

利 益 剰 余 金 か ら
資 本 金 へ の 振 替

 795,557  △795,557  －

資 本 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替

 △795,557  795,557   －

剰 余 金 の 配 当   △43,631  △43,631

当 期 純 利 益   150,869  150,869

自 己 株 式 の 取 得    △369 △369

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計 － 795,557 △688,319 △369 106,868

平成25年3月25日　残高 1,742,400 1,748,600 2,359,057 △38,170 5,811,887

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証
券 評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

平成24年３月26日　残高 16,627 47,353 △3,190 60,790 5,765,809

連結会計年度中の変動額      

利 益 剰 余 金 か ら
資 本 金 へ の 振 替

　 　 　 　 －

資 本 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替

　 　 　 　 －

剰 余 金 の 配 当     △43,631

当 期 純 利 益     150,869

自 己 株 式 の 取 得     △369

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

41,015 333,919 15,118 390,053 390,053

連結会計年度中の変動額合計 41,015 333,919 15,118 390,053 496,921

平成25年３月25日　残高 57,642 381,272 11,928 450,843 6,262,731
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 １社

・主要な連結子会社の名称 双鳥電器（深圳）有限公司

② 非連結子会社の状況

該当なし 　

　 　

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

該当なし

　 　

② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称 有限会社千代田商会

ＳＥエンジニアリング株式会社

・持分法を適用しない理由 各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体として重要性がないため持分法の適用範囲から除

外しております。

　 　

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、双鳥電器（深圳）有限公司の決算日は12月31日であります。連結計算

書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を作成し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要な調整を行っております。

    　

(4) 会計処理基準に関する事項 　

① 資産の評価基準及び評価方法

イ．関係会社株式 移動平均法による原価法

ロ．その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算出）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

ハ．デリバティブの評価方法 時価法
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ニ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　評価基準は原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方

　　法）によっております。

・製品・原材料・仕掛品 総平均法　

・貯蔵品 最終仕入原価法

 ② 固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産(リース資産を除く) 定率法

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については定額法

ロ．無形固定資産(リース資産を除く)

・自社利用のソフトウエア 社内における見込利用可能期間（３～５年）に基づ

く定額法

ハ．リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一

の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定

額法。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が平成20年３月25日以

前のリース取引については通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

ニ．長期前払費用 定額法

 ③ 引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支払いにあてるため、

支給見込額に基づき計上しております。

ハ．退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

 数理計算上の差異については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）によ

る定額法により翌期から費用処理しております。

ニ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。
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ホ．製品補修対策引当金 過去の売上製品の一部について、無償の点検修理に

伴う損失見込額を計上しております。

 ④ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　 外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末における

直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外子会社の資産

及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しております。

 ⑤ 重要なヘッジ会計の方法

イ.ヘッジ会計の方法　 繰延ヘッジ処理によっております。

ロ.ヘッジ手段とヘッジ対象　 　

　・ヘッジ手段 為替予約取引　

　・ヘッジ対象 外貨建取引　

ハ.ヘッジ方針　 内規に基づき、為替変動リスクを軽減することを目

的としております。　

ニ.ヘッジの有効性の評価　 為替相場の変動によるキャッシュ・フロー変動を完

全に相殺するものと想定されるためヘッジの有効性

の判定は省略しております。　

 ⑥ その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

　

２．表示方法の変更

　（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「為替予約」は金額的

重要性が増したため、当連結会計年度より区分して掲記いたしました。なお、前連結会計年度の

「為替予約」は169,555千円であります。
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３．会計上の見積りの変更 　

(1) 製品補修対策引当金 　過去の売上製品の一部について、無償の点検修理

に伴う損失見込額を製品補修対策引当金に計上して

おりますが、修理実績の収集に伴い新たな情報が入

手可能となったため、当連結会計年度において見積

りの変更をおこないました。

　これにより、当連結会計年度の営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益は65,074千円増加し

ております。

(2) 製品交換損失引当金 　過去の売上製品の一部について、無償交換に伴う

損失見込額を製品交換損失引当金に計上しておりま

すが、相当程度の交換作業の進捗に伴い、より精緻

な見積りが可能となったため、当連結会計年度にお

いて見積りの変更をおこないました。

　これにより、当連結会計年度の税金等調整前当期

純利益は14,954千円増加しております。

(3) リコール損失引当金 　当社製品に係る市場回収処置（リコール）に伴う

損失見込額をリコール損失引当金に計上しておりま

すが、当連結会計年度において、一部について実績

が確定し、またリコール発生から一定期間が経過し、

より精緻な見積りが可能となったため、当連結会計

年度において見積りの変更をおこないました。

　これにより、当連結会計年度の税金等調整前当期

純利益は19,757千円増加しております。

 

４．追加情報

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用　

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上

の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年

12月４日）を適用しております。
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５．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

預金 105,000千円

建物 654,251千円

土地 1,197,372千円

投資有価証券 86,780千円

計 2,043,404千円

上記の物件は、短期借入金300,000千円及び長期借入金810,322千円

の担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,573,705千円

　

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 9,030,000株 －株 －株 9,030,000株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 303,208株 949株 －株 304,157株

　(注）普通株式の自己株式の数の増加949株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

(3) 配当に関する事項

　①　配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成24年６月20日
定 時 株 主 総 会

普通株式 21,816 2.5 平成24年３月25日 平成24年６月21日

平成24年10月31日
取 締 役 会

普通株式 21,814 2.5 平成24年９月25日 平成24年12月４日

　②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　平成25年６月21日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の

とおり提案しております。

　・配当金の総額　　　　　21,814千円

　・１株当たり配当額　　　2.5円

　・基準日　　　　　　　　平成25年３月25日

　・効力発生日　　　　　　平成25年６月24日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　①　金融商品に対する取組方針

　　　当社グループは、資金調達については銀行等金融機関からの借入により調達しておりま

す。資金運用については安全性の高い金融資産に限定し運用をおこなっております。デリ

バティブは為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引はおこなっておりませ

ん。

　②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制

　　　預金については、主に普通預金及び定期預金であり、預入先の信用リスクに晒されてお

りますが、預入先は信用度の高い金融機関であります。受取手形及び売掛金については、

顧客の信用リスクに晒されておりますが、債権管理担当者が常に取引先の信用状態を把握

し、取引先ごとの期日及び残高の管理をおこなうとともに、財務状況の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。投資有価証券については、主に取引先企業に関

する株式であり、市場リスク及び信用リスクに晒されておりますが、対象となる企業につ

いて市場価格及び財務状況を定期的に確認しております。

　　　支払手形及び買掛金については、１年以内の支払期日であります。社債及び借入金は、

主に設備投資や運転資金の調達を目的としたものであり、最終償還日及び返済完了日は５

年以内であります。

　　　デリバティブは為替変動リスクに対するリスクヘッジを目的とした為替予約であります。

なお、ヘッジ会計の方法、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性の評価の

方法については、前述の「会計処理基準に関する事項」の「ヘッジ会計の方法」に記載し

ております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成25年３月25日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含まれておりません（(注２)参照）。

 連結貸借対照表計上額（※１） 　時　　価　　(※１) 差 額

(1)現金及び預金 1,461,008千円 1,461,008千円 －千円

(2)受取手形及び売掛金 2,182,189 2,182,189 －

(3)投資有価証券
   その他有価証券　

325,317 325,317 －

(4)支払手形及び買掛金 (246,706) (246,706) －

(5)短期借入金 (300,000) (300,000) －

(6)社債 (380,000) (380,427) (427)

(7)長期借入金 (912,452) (914,569) (2,117)

(8)デリバティブ取引（※２） 889,715 889,715 －

(※１)　負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
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(※２)　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

　      味の債務となる項目については、（ ）で示しております。

(注)１.金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1)現金及び預金　(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

(3)投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4)支払手形及び買掛金　(5)短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

(6)社債

　時価は元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっております。

(7)長期借入金

　時価は元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっております。

(8)デリバティブ取引　

　時価は取引金融機関から提示された価格によっております。

２.非上場株式（連結貸借対照表計上額13,131千円）については、市場価格がなく、時価を

把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりま

せん。

　

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 717円72銭

(2) １株当たり当期純利益 17円29銭
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貸　借　対　照　表

（平成25年３月25日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

為 替 予 約

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輌 運 搬 具

金 型

工具､器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

(6,222,433)

1,409,268

456,283

1,712,647

1,237,872

79,527

174,861

11,606

177,159

889,998

80,959

△7,752

(3,294,589)

(2,493,565)

654,381

44,921

36,838

2,601

150,777

80,421

1,198,294

310,849

14,478

(121,052)

4,650

21,105

85,038

10,258

(679,971)

338,449

202,000

29,291

116,154

△5,924

流 動 負 債 (2,074,994)

買 掛 金 225,354

短 期 借 入 金 300,000

一年内償還予定の社債 110,000

一 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 483,034

リ ー ス 債 務 201,593

未 払 金 268,221

未 払 費 用 158,500

未 払 法 人 税 等 12,387

繰 延 税 金 負 債 172,127

前 受 金 3,336

預 り 金 17,569

賞 与 引 当 金 66,167

製品補修対策引当金 53,701

そ の 他 3,001

固 定 負 債 (1,110,999)

社 債 270,000

長 期 借 入 金 429,418

リ ー ス 債 務 210,653

退 職 給 付 引 当 金 32,940

役員退職慰労引当金 147,504

資 産 除 去 債 務 20,100

そ の 他 383

負 債 合 計 3,185,994

純 資 産 の 部

株 主 資 本 (5,892,112)

資 本 金 (1,742,400)

資 本 剰 余 金 (1,748,600)

資 本 準 備 金 1,748,600

利 益 剰 余 金 (2,439,282)

その他利益剰余金 2,439,282

繰越利益剰余金 2,439,282

自 己 株 式 (△38,170)

評価・換算差額等 (438,915)

その他有価証券評価差額金 57,642

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 381,272

純 資 産 合 計 6,331,028

資 産 合 計 9,517,022 負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,517,022
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損　益　計　算　書

(平成24年３月26日から
平成25年３月25日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 12,302,405

売 上 原 価 8,722,933

売 上 総 利 益 3,579,471

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,219,910

営 業 利 益 359,561

営 業 外 収 益 166,133

受 取 利 息 192

受 取 配 当 金 6,664

為 替 差 益 130,229

保 険 解 約 返 戻 金 24,515

そ の 他 4,529

営 業 外 費 用 147,306

支 払 利 息 19,460

売 上 割 引 122,768

そ の 他 5,077

経 常 利 益 378,387

特 別 利 益 35,108

固 定 資 産 売 却 益 395

リ コ ー ル 損 失 引 当 金 戻 入 益 19,757

製 品 交 換 損 失 引 当 金 戻 入 益 14,954

特 別 損 失 29,520

固 定 資 産 処 分 損 24,822

減 損 損 失 4,693

そ の 他 4

税 引 前 当 期 純 利 益 383,975

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 7,695

法 人 税 等 調 整 額 171,111

当 期 純 利 益 205,168
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株主資本等変動計算書

(平成24年３月26日から
平成25年３月25日まで)

（単位：千円）

 

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金合計
繰 越 利 益
剰 余 金

そ の 他 利 益
剰 余 金 合 計

平 成 2 4 年 ３ 月 2 6 日 　 残 高 1,742,400 953,042 953,042 3,073,303 3,073,303 3,073,303 △37,800 5,730,944

事業年度中の変動額         

繰越利益剰余金から
資 本 金 へ の 振 替

795,557 　 　 △795,557 △795,557 △795,557 　 －

資 本 金 か ら
資本準備金への振替

△795,557 795,557 795,557    　 －

剰 余 金 の 配 当    △43,631 △43,631 △43,631  △43,631

当 期 純 利 益    205,168 205,168 205,168  205,168

自 己 株 式 の 取 得       △369 △369

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純額)

        

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － 795,557 795,557 △634,020 △634,020 △634,020 △369 161,167

平 成 2 5 年 ３ 月 2 5 日 　 残 高 1,742,400 1,748,600 1,748,600 2,439,282 2,439,282 2,439,282 △38,170 5,892,112

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平 成 2 4 年 ３ 月 2 6 日 　 残 高 16,627 47,353 63,980 5,794,925

事業年度中の変動額 　 　 　 　

繰越利益剰余金から
資 本 金 へ の 振 替

　   －

資 本 金 か ら
資本準備金への振替    －

剰 余 金 の 配 当    △43,631

当 期 純 利 益    205,168

自 己 株 式 の 取 得    △369

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純額)

41,015 333,919 374,935 374,935

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 41,015 333,919 374,935 536,102

平 成 2 5 年 ３ 月 2 5 日 　 残 高 57,642 381,272 438,915 6,331,028
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    個 別 注 記 表

　

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法　

イ.関係会社株式 移動平均法による原価法

ロ.その他有価証券 　

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算出）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

②　デリバティブの評価方法 時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　評価基準は原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方

　　法）によっております。

・製品・原材料・仕掛品 総平均法　

・貯蔵品 最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く) 定率法

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については定額法

②　無形固定資産(リース資産を除く)

・自社利用のソフトウエア 社内における見込利用可能期間（３～５年）に基づ

く定額法

③　リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一

の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定

額法。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が平成20年３月25日以

前のリース取引については通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

④　長期前払費用 定額法
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支払いにあてるため、

支給見込額に基づき計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

 数理計算上の差異については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）によ

る定額法により翌期から費用処理しております。

④　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

⑤　製品補修対策引当金　 過去の売上製品の一部について、無償の点検修理に

伴う損失見込額を計上しております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法

　イ.ヘッジ会計の方法　 繰延ヘッジ処理によっております。

　ロ.ヘッジ手段とヘッジ対象　 　

　　・ヘッジ手段 為替予約取引　

　　・ヘッジ対象 外貨建取引　

　ハ.ヘッジ方針　 内規に基づき、為替変動リスクを軽減することを目

的としております。　

　ニ.ヘッジの有効性の評価　 為替相場の変動によるキャッシュ・フロー変動を完

全に相殺するものと想定されるためヘッジの有効性

の判定は省略しております。　

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

　 　

２．表示方法の変更

　（損益計算書）

　前事業年度まで特別損失に区分掲記して表示しておりました「投資有価証券評価損」は、金額

的重要性が乏しくなったため、当事業年度より特別損失の「その他」に含めて表示しております。

なお、当事業年度の「投資有価証券評価損」は４千円であります。
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３．会計上の見積りの変更

(1) 製品補修対策引当金 　過去の売上製品の一部について、無償の点検修理

に伴う損失見込額を製品補修対策引当金に計上して

おりますが、修理実績の収集に伴い新たな情報が入

手可能となったため、当事業年度において見積りの

変更をおこないました。

　これにより、当事業年度の営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は65,074千円増加しております。

(2) 製品交換損失引当金 　過去の売上製品の一部について、無償交換に伴う

損失見込額を製品交換損失引当金に計上しておりま

すが、相当程度の交換作業の進捗に伴い、より精緻

な見積りが可能となったため、当事業年度において

見積りの変更をおこないました。

　これにより、当事業年度の税引前当期純利益は

14,954千円増加しております。

(3) リコール損失引当金 　当社製品に係る市場回収処置（リコール）に伴う

損失見込額をリコール損失引当金に計上しておりま

すが、当事業年度において、一部について実績が確

定し、またリコール発生から一定期間が経過し、よ

り精緻な見積りが可能となったため、当事業年度に

おいて見積りの変更をおこないました。

　これにより、当事業年度の税引前当期純利益は

19,757千円増加しております。
　
４．追加情報

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用　

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月

４日）を適用しております。

　

５．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

預金 105,000千円

建物 654,251千円

土地 1,197,372千円

投資有価証券 86,780千円

計 2,043,404千円

　上記の物件は、短期借入金300,000千円及び長期借入金810,322千円

の担保に供しております。
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(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,573,317千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 5,682千円

②　短期金銭債務 1,277千円

　

６．損益計算書に関する注記

　　関係会社との取引高

　　営業取引以外の取引高 25,142千円

　

７．株主資本等変動計算書に関する注記

　　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 303,208株 949株 －株 304,157株

　(注) 普通株式の自己株式の数の増加949株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　

８．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産・負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 　

　　役員退職慰労引当金 54,980千円

　　税務上の繰越欠損金 41,012

　　有形固定資産 40,706

　　棚卸資産 29,943

　　賞与引当金 24,978

　　退職給付引当金 12,386

　　未払事業税等 3,206

　　その他 90,254

繰延税金資産小計 297,468

評価性引当額 △177,423

繰延税金資産合計 120,044

 　

繰延税金負債 　

　　為替予約 231,320千円

　　その他有価証券評価差額 31,559千円

繰延税金負債合計 262,880

　　

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 725円55銭

(2) １株当たり当期純利益 23円51銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成25年５月10日 
 ツ イ ン バ ー ド 工 業 株 式 会 社  
 取 締 役 会  御 中  

 優　成　監　査　法　人  

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 加 藤 　 善 孝 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤 　 健 文 
 

 　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ツインバード工業株
式会社の平成24年３月26日から平成25年３月25日までの連結会計年度の連結
計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示
するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が
国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうか
について合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。
  監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又
は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
  当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、ツインバード工業株式会社及び連結
子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成25年５月10日 
 ツ イ ン バ ー ド 工 業 株 式 会 社  
 取 締 役 会  御 中  

 優　成　監　査　法　人  

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 加 藤 　 善 孝 
指定社員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤 　 健 文 
 

 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ツインバード
工業株式会社の平成24年３月26日から平成25年３月25日までの第51期事業年
度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
　

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監

査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明
細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。
　　

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
　

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 当監査役会は、平成24年３月26日から平成25年３月25日までの第51期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、取締役、

内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環

境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役

及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において

業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保す

るために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める

体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて

いる体制（内部統制システム）について、運用の状況を監視及び検証いた

しました。

子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の

交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書

について検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた

めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい

る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び

に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人 優成監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人 優成監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

　

 

 平成25年５月13日  

 ツインバード工業株式会社　監査役会  

 

常勤監査役 伊 藤 健 一 

社外監査役 島 田 正 純 

社外監査役 吉 原 　 祐 

 

以　上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類
　

１．議決権の代理行使の勧誘者

　 代表取締役社長 野 水 重 明
　

２．議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、

安定した収益構造を構築し、財務体質の強化を図り、安定した配当をおこ

なうことを基本方針として収益改善活動を推進しております。

当事業年度の期末配当につきましては、上記の方針及び当期の業績、経

営環境などを考慮し、剰余金の処分につきましては以下のとおりとしたい

と存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

　　金銭

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　当社普通株式１株につき２円50銭　　総額　21,814,607円

　　これにより年間配当金は、中間配当金（１株につき２円50銭）を含

　　め、１株につき合計５円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　　平成25年６月24日　

　

第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　当社の事業年度は、毎年３月26日から翌年３月25日までとしておりま

すが、決算日を月末日に変更することにより効率的な事業執行を図るた

め、当社の事業年度を毎年３月１日から翌年２月末日までに変更いたし

ます。これに伴い、現行定款第11条、第12条、第42条、第43条並びに第

44条に所要の変更を行うものであります。

　また、事業年度の変更にともない、第52期事業年度は、平成25年３月

26日から平成26年２月末日までの約11ヶ月間の決算期間となります。そ

のため、経過措置として附則を設けるものであります。



2013/05/27 16:10:30 ／ 12899165_ツインバード工業株式会社_招集通知

剰余金処分議案、定款一部変更議案

－ 38 －

２．変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。
 （下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

第３章　株主総会 第３章　株主総会

（招　集） （招　集）

第11条　当会社の定時株主総会は、毎年６月

に招集し、臨時株主総会はその必要

ある場合に随時これを招集する。

第11条　当会社の定時株主総会は、毎年５月

に招集し、臨時株主総会はその必要

ある場合に随時これを招集する。

（定時株主総会の基準日） （定時株主総会の基準日）

第12条　当会社の定時株主総会の議決権の基

準日は、毎年３月25日とする。

第12条　当会社の定時株主総会の議決権の基

準日は、毎年２月末日とする。

第７章　計　算 第７章　計　算

（事業年度） （事業年度）

第42条　当会社の事業年度は、毎年３月26日

から翌年３月25日までの１年とする。

第42条　当会社の事業年度は、毎年３月１日

から翌年２月末日までの１年とする。

（剰余金配当の基準日） （剰余金配当の基準日）

第43条　当会社の期末剰余金配当の基準日は､

毎年３月25日とする。

２　前項のほか、基準日を定めて剰余金

の配当をすることができる。

第43条　当会社の期末剰余金配当の基準日は､

毎年２月末日とする。

２　（現行どおり）

（中間配当） （中間配当）

第44条　当会社は、取締役会の決議によって､

毎年９月25日を基準日として、中間

配当をすることができる。

第44条　当会社は、取締役会の決議によって､

毎年８月31日を基準日として、中間

配当をすることができる。

 （附則）

（新　　設） 第１条　第42条（事業年度）の規定にかかわ

らず、第52期事業年度は、平成25年

３月26日から平成26年２月末日まで

とする。

　 第２条　第44条（中間配当）の規定にかかわ

らず、第52期事業年度の中間配当の

基準日は、平成25年９月25日とする｡

　 第３条　本附則は、第52期事業年度経過後、

これを削除する。
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第３号議案　取締役６名選任の件

現任の取締役全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

取締役６名の選任をお願いするものであります。　　　　　　　　　　

取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当 　
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

のみず 　 しげあき

野　水　重　明
(昭和40年10月13日生)

平成元年３月　当社入社

平成16年３月　当社海外営業部長

平成17年３月　当社営業本部副本部長

平成19年６月　当社取締役営業本部副本部長

平成21年６月　当社取締役経営企画室長兼輸出管理室長

兼情報管理部長

平成22年６月　当社専務取締役経営企画室長兼輸出管理

室長兼情報管理部長

平成23年６月　当社代表取締役社長

　　　　　　　（現在に至る）

　（重要な兼職の状況）

　　　　　　　株式会社双栄　代表取締役

263,000株

※　

いとう

　 　

けんいち

伊　藤　健　一
(昭和23年11月29日生)

昭和46年４月　株式会社第四銀行入行

平成13年６月　同行取締役長岡駐在・長岡支店長

平成15年６月　同行取締役監査部長

平成17年６月　同行常勤監査役

平成20年６月　第四ディーシーカード株式会社　取締役

社長

平成21年６月　株式会社富有社　取締役社長

平成24年６月　当社常勤監査役

　　　　　　　（現在に至る）

－株
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氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当 　
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

まつばら 　 さだよし

松　原　貞　良
(昭和30年１月26日生)

昭和53年３月　当社入社

平成３年３月　当社情報システム部長

平成３年10月　当社資材部長

平成12年１月　当社製造部長

平成15年６月　当社品質保証部長

平成16年９月　当社開発・生産本部副本部長兼品質保証

部長

平成18年６月　当社取締役開発･生産本部長兼製造部長

平成19年３月　当社取締役開発･生産本部長

平成20年６月　当社常務取締役開発･生産本部長

平成23年６月　当社専務取締役開発･生産本部長

平成24年３月　当社専務取締役品質改革室本部長兼品質

保証部長　

　　　　　　　（現在に至る）　

26,000株

さとう 　 つとむ

佐　藤　　勉　
(昭和33年10月31日生)

昭和54年３月　当社入社

平成６年３月　当社生産管理部長

平成19年６月　当社開発･生産本部副本部長兼生産管理部

長

平成19年７月　当社開発･生産本部副本部長兼生産管理部

長兼製造部長

平成20年６月　当社取締役開発･生産本部副本部長兼生産

管理部長兼製造部長

平成21年３月　当社取締役開発･生産本部副本部長兼製造

部長

平成23年６月　当社常務取締役開発･生産本部副本部長兼

製造部長

平成24年３月　当社常務取締役生産本部長兼製造部長

　　　　　　　（現在に至る）　

22,000株



2013/05/27 16:10:30 ／ 12899165_ツインバード工業株式会社_招集通知

取締役選任議案

－ 41 －

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当 　
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

ひろた 　 みつお

広　田　光　雄
(昭和26年８月30日生)

平成２年３月　当社入社

平成19年９月　当社商品開発部長

平成22年６月　当社取締役開発･生産本部副本部長兼商品

開発部長

平成23年６月　当社常務取締役開発･生産本部副本部長兼

商品開発部長

平成24年３月　当社常務取締役開発本部長兼商品開発部

長

　　　　　　　（現在に至る）　

7,000株

ふみぞの 　 たけゆき

文　園　剛　之
(昭和34年６月18日生)

平成21年12月　当社入社　営業本部長付部長

平成22年３月　当社営業本部副本部長　

平成22年６月　当社営業本部長兼営業企画部長

平成23年３月　当社営業本部長

平成23年６月　当社取締役営業本部長

平成24年３月　当社取締役営業本部長兼販売部長

　　　　　　　（現在に至る）　

－株

（注）１．上記の各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．※は新任の取締役候補者であります。
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第４号議案　監査役２名選任の件

監査役伊藤健一氏ならびに吉原祐氏は、本総会終結の時をもって辞任され

ますので監査役２名の選任をお願いするものであります。なお、今回選任さ

れます監査役の任期は、当社定款第30条第２項の定めにより、前任者の任期

満了の時までとなります。

本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。　

監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

まつばら 　 ひろし

松　原　 　紘
(昭和18年６月29日生)

平成18年６月　第四リース株式会社常務取締役退任

平成18年６月　当社取締役副社長兼業務管理本部長

平成18年８月　当社取締役副社長兼業務管理本部長兼　

営業本部長

平成19年３月　当社取締役副社長兼業務管理本部長兼　

営業本部長兼東京支店長

平成19年９月　当社取締役副社長兼営業本部長兼東京　

支店長

平成20年４月　当社取締役副社長兼営業本部長

平成20年６月　当社取締役副社長兼営業本部長兼ＳＣ　

事業本部長

平成22年６月　当社取締役副社長兼業務管理本部長兼　

ＳＣ事業本部長

平成23年６月　当社相談役

　　　　　　　（現在に至る）

14,000株

こんの 　 しげる

近　野　　　茂
(昭和20年２月19日生)

昭和45年６月　株式会社第四銀行退職

昭和46年10月　監査法人太田哲三事務所本部入所

昭和50年３月　公認会計士　登録

昭和51年６月　近野茂公認会計士事務所開業

平成16年４月　新潟県信用保証協会監事現任（非常勤）

平成20年４月　国立大学法人新潟大学監事現任(非常勤)

　　　　　　　（現在に至る）

－株

（注）１.各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２.近野茂氏は社外監査役候補者であります。　

　　　３.社外監査役候補者の選任理由について

　　　　   近野茂氏を社外監査役候補者とした理由は、公認会計士としての豊富な経験と幅広

　　　　 い見識を当社の監査体制の強化に活かしていただきたいためです。なお、同氏は過去

　　　　 に会社の経営に関与した経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役として
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　　　　 その職務を適切に遂行できるものと判断しております。

　　　４.社外監査役との責任限定契約について

　　　　　本議案が承認された場合、当社は近野茂氏との間で会社法第427条第１項の規定に基

　　　　づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。

　　　　　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額とする予定であります。

　　　５.本議案が承認された場合、当社は近野茂氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員　

　　　　 として届け出る予定であります。

　

第５号議案　退任取締役及び退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件

本総会終結の時をもって取締役を退任されます野水重勝氏、渡邉英一氏、

大坪収氏及び監査役を退任されます伊藤健一氏に対し、在任中の労に報いる

ため、当社の役員退職慰労金に関する内規に基づく相当額の範囲内で、退職

慰労金を贈呈いたしたいと存じます。

なお、その具体的な金額、贈呈の時期及び方法等は、退任取締役について

は取締役会に、退任監査役については監査役会の協議に、それぞれご一任願

いたいと存じます。

退任取締役及び退任監査役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

のみず 　 しげかつ

野　水　重　勝

昭和37年４月　当社取締役

昭和58年５月　当社代表取締役社長

平成23年６月　当社取締役会長

（現在に至る）

わたなべ 　 えいいち

渡　邉　英　一

平成19年６月　当社取締役

（現在に至る）

おおつぼ 　 おさむ

大　坪　　　収

平成23年６月　当社取締役

（現在に至る）

いとう 　 けんいち

伊　藤　健　一

平成24年６月　当社常勤監査役

（現在に至る）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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株主総会会場ご案内図
　

会場　新潟県燕市吉田西太田字潟向2084番地２

ツインバード工業株式会社　本社 大ホール(３階)
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交通　北陸自動車道　三条 燕インターよりお車で約15分

ＪＲ上越新幹線　燕三条駅よりお車で約15分

ＪＲ越後線　吉田駅よりお車で約10分




